
（２）歳出（決算額）の推移 

① 性質別歳出額の推移 

性質別区分 平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度 

人件費 59 億 6,574 万円 59 億 3,507 万円 58 億 3,604 万円

扶助費 22 億 2,044 万円 37 億 7,080 万円 41 億 7,111 万円

公債費 32 億 7,658 万円 30 億 6,021 万円 30 億 3,597 万円

物件費 39 億 1,549 万円 44 億 2,978 万円 45 億 2,896 万円

補助費等 54 億 580 万円 42 億 1,790 万円 44 億 6,008 万円

繰出金 19 億 3,544 万円 18 億 8,152 万円 19 億 6,510 万円

投資的経費 80 億 2,654 万円 88 億 7,032 万円 52 億 525 万円

維持補修費 1 億 3,017 万円 1 億 7,532 万円 1 億 8,407 万円

積立金 1 億 7,082 万円 7 億 8,835 万円 8 億 2,281 万円

投資・出資金・貸付金 8,887 万円 9,027 万円 8,950 万円

 311 億 3,589 万円 332 億 1,945 万円 302 億 9,890 万円

 

  

② 性質別歳出額の推移 

 
③ 性質別区分の説明 

人件費 人件費は職員の給与や各種手当、共済費などが含まれます。 

扶助費 
生活保護法、児童福祉法等の法令に基づく被扶助者への支給等の各種扶助

のための経費です。 

公債費 市債（市の借金）の返済額。元本と利子の両方を含みます。 

物件費 
市の経費のうち消費的性質をもつ経費です。賃金、旅費、交際費、需用費

などが該当します。 

補助費等 他の地方公共団体や民間組織に行政上の目的により交付される経費です。 

繰出金 特別会計等へ支出する経費です。 

投資的経費 各種社会資本整備など、支出の効果が長期にわたる経費です。 

その他 

維持補修費 

公共施設等を管理するための経費です。 

積立金 

財源の余裕がある場合に年度間の財源変動に備えて積み立てる経費で

す。 

投資・出資金・貸付金 

財産を有利に運用するための国債などの取得に要する経費です。 
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